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Ⅰ はじめに
第二次世界大戦，朝鮮戦争をへて，韓国経済は，漢
江の奇跡とされる経済発展を遂げてきた。このような
韓国の経済発展は，東西対立の接点に位置しての政府
の強力な指導力とそのことに連動した財閥の台頭と輸
出の拡大に支えられてきたものである。もちろん，一
途に躍進を続けたわけではなく，特に，1997年に
は，アジア通貨危機の直接的な当事者となり，大きな
挫折を経験している。21世紀に突入しても，その後
遺症を引きずり，また，促成資本主義的な側面を有し
つつ推移している。後発資本主義的な特質を保持しつ
つも，それゆえに高経済成長を成し遂げ，東アジアに
おける重要な政治的，経済的な地位を占めるに至って
いる。すなわち，韓国の産業発展は，資本主義国に共
通していると理解される過程と韓国の独自性とを随伴
しながら推移しているようである。もちろん，韓国の
産業発展のパターンの確認には，韓国の産業がいかな
るプロセスを経て今日のような地位を築いてきたの
か，財閥の戦略の内実等多様な検討が必要である。そ
こで，本稿では，韓国の工業化の特質を確認するとい
う意図を持って，21世紀，電子工業は，どのような
体制を構築しつつ，資本蓄積を実現してきているの
か，その生産動向，輸出動向等実態の分析を通して，
工業化促進の実相を具体的に明確にすることとした
い。まずは，高経済成長を続けてきた韓国産業を概括
し，次に，21世紀における韓国電子工業の諸動向の
検討を通して今後の課題を模索している1）。
Ⅱ 政府主導，財閥基軸と輸出に依存した韓国産
業の躍進
1．政府主導，財閥，輸出指向的工業化
韓国経済の戦後展開は，強力な政府のリーダシップ
と関係して財閥が基軸となってきたこと，国外市場に
大きく依存していることが特徴であるとされている。
政府主導，財閥，そして，輸出がいかに推移している
かを検討していきたい。＊ 専修大学商学部教授
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1961年，朴政権誕生後，政府主導により財閥育成
が本格化している2）。まず，1962年には，財閥の育成
を念頭にした「第一次 5ヶ年計画」が策定された。そ
して，当初は，輸入代替的工業化が指向されていた
が，段々と，輸出指向的工業化が課題となり，種々な
輸出奨励策が発動されている。1967年には「第二次 5
ヶ年計画」が策定され，なおも，機械工業，繊維工
業，造船業，電子工業，鉄鋼業等 7産業育成法が制定
されている。これら主要産業分野に，財政資金が投入
されるのであるが，このような韓国における政府主導
の工業化は，財閥の育成を内容とするものであった。
三星等財閥が，政府支援の下で台頭している。とりわ
け，財政資金の投入や韓国の民間銀行のみで対応しき
れない旺盛な資金需要に対しては外国資本に依存する
ことになるが，韓国政府や国内の銀行は，財閥による
外国からの長期資金の借入に関し，支払保証をしてい
る。1965年には「日韓国交正常化協定」が締結され
ており，新しい環境の下で日本の金融機関も韓国への
貸し付けを進めている。さらに，1969年には安全保
障は自助努力でとする「ニクソン・ドクトリン」が発
表され，関連して軍事にとどまらず経済的な自立を意
図した重化学工業政策が推進されることになる。政府
主導で，銀行が動員され，主要産業を網羅する寡頭的
な財閥が支配的な地位を占めていく体制が強化されて
いる。韓国の工業化は，政府主導で財閥を基軸に展開
されることになる。
1972年には，重機械工業，造船業，石油化学工業
等重化学工業の一層の発展を課題とした「第二次 5ヶ
年計画」が，策定されている。1973年，朴大統領
は，金融，税制面での支援体制を整え，重点的な重化
学工業化の推進を政策課題としている。
他方，1973年のオイル・ショック後，韓国経済お
よび韓国の財閥は，中近東の建設工事の受注を進めて
いるし，一時的に貿易赤字を経験しているが，その後
は，輸出補助金制度等を整備しつつ，輸出拡大を実現
している。そして，外国からの技術導入やユーロ市場
からの借入に依存し，各財閥は，鉄鋼業，石油化学工
業，造船業，自動車工業等資本集約的な工業分野で巨
額な設備投資を実行している。韓国重化学工業の規
模，関連する事業分野が拡帳している。政府は，多数
の重化学工業用の工業団地の造成を手掛け，1980年
には，重化学工業化比率が，55．6％にまで伸びてお
り，当然，工業製品を主体とする輸出が増加してい
る。もちろん，財閥が担う上位輸出品目の全輸出額に
占めるウエイトが過度に高いものとなっている。この
ようにして 2桁の経済成長を遂げていく漢江の奇跡と
された事態が生起している。財政，金融政策を主とし
た政府の強力な支援政策に支えられ，韓国では，財閥
が主体となり，輸出指向的重化学工業化を推進して，
高経済成長が達成されているのである。
1970年代末，第二次オイル・ショックは，中近東
に多く進出していた韓国系の建設会社に深刻な影響を
与えることになり，それに連動して韓国経済は，1980
年にマイナス成長に陥っている。このダメージは，や
はり，輸出拡大により克服されている。輸出先のうち
アメリカと日本のウエイトが大きく，また，1983年
には，輸出に占める重化学製品のウエイトが 5割を超
えるまでになっている。その後の日本の円高等は，韓
国の輸出拡大をさらに促進することになる。他方，
1983年には，自動車，半導体，コンピュータ等「10
大戦略産業」育成が政策課題とされ，戦略産業の強化
策が追及されている。そして，国際的な連携を通して
の生産財の国産化が重視され，経済の自立化促進が，
課題となっている。
1985年には，「工業発展法」を策定し，産業政策に
ついて新しい方向性が確認されている。すなわち，優
遇措置を特定部門の育成政策から合理化プログラムと
いったものに変更し，また，国際競争力強化策への助
成，さらに，自由化，規制緩和措置の促進という施策
への転換が打ち出されている。韓国の産業が，グロー
バル化，自由化に対応しうるよう体制を整えてる。そ
の後，外国為替自由化等各種の自由化措置が導入さ
れ，国外投資の急増があり，1996年には，OECD加
盟が実現している。しかし，不安定要因を内包したま
まで躍進を続けてきた韓国経済が，1997年には，ア
ジア通貨危機の直接の当事者となる。早熟してきた韓
国の財閥は，深刻なダメージを受けることになり，21
世紀に突入しても，その後遺症を引きずっている。
以上のように，韓国の産業は，21世紀，グローバ
ル化に直面し，新たな枠組みでの展開を余儀無くされ
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ている。ただ，韓国の高経済成長が，政府主導，財閥
基軸，輸出依存といった大きな枠組みの中で推移して
きたと理解するのは妥当なことであろう。
2．アジア通貨危機後の韓国産業
厳しい国際環境の下で，韓国産業は，持続的成長を
遂げ，多様な構造変化を実行し，先進資本主義国を
キャッチアップし，新興国による一つの逆転現象モデ
ルを展開してきた。電子工業，自動車工業，造船業等
の躍進は，目覚ましいものであった。1990年代半ば
には，半導体生産に関し，次世代開発の先行，市場規
模，世界的なシェアでトップの地位にあった日本の企
業を抜き去っている。アジア通貨危機後，韓国の製造
業の企業数，従業者数，出荷額の推移は，表 1のよう
になっている。
アジア通貨危機後，韓国製造業の企業数は，著しく
はないが増加している。1998年と 2005年との比較で
は約 1．5倍になり，2001年から 5年にかけて 1割ほ
ど増加している。一方，従業者の方は，同期間に 1．
23倍にとどまり，2001年には減少している。2001年
から 5年にかけての伸び率は，8％であった。これに
対し，出荷額は，同期間に 2倍に増加し，2001年か
ら 5年にかけて，約 5割増大している。1社当たりの
平均的な従業者数は，2001年，25人，03年，24．3
人，05年，24．4人であり，減少気味である。1社当
たりの従業員数は現状維持的であるが，二極化の進展
もありうる。出荷額の伸びが大きいのであるが，1社
当たり平均出荷額は，2001年，5,514億ウオン，03
年，6,012億ウオン，05年，7,267億ウオンと着実に
上昇している。韓国企業の競争力強化がうかがえる。
次に，アジア通貨危機後の韓国産業の動向のより総
括的な把握を試みておきたい。1997年，韓国は，ア
ジア通貨危機に直面し，深刻な影響を受け，IMFか
ら緊急融資 195億ドルを受け入れている。関連して，
1998年には，財閥相互で 7業種交換を進めるという
内容の産業再編成，ビッグ・ディールが計画されてい
る。半導体分野では，現代電子が LG半導体を吸収合
併し，現代半導体が発足している。航空機では，現
代，三星，大宇の 3社が統合して韓国航空宇宙産業と
いう新会社を設立することになる。鉄道車両では，現
代精工，大宇重工業，韓進重工業が統合し，韓国鉄道
車両を設立している。石油精製事業では，現代がハン
ファを吸収し，現代，SK，LG，双龍の 4社体制が形
成されている。さらに，現代自動車は，ダイムラー・
クライスラーと提携している。そして，1997年から
2000年までに 347社の不良金融機関が整理されてい
る。また，三星自動車は，1999年に，大宇との業種
交換を拒否，不渡りを出して倒産し，ルノー社に売却
されている。自動車関連企業 6社を残しての大宇グ
ループの倒産があり，大宇グループ・大宇電子等の事
業交換は撤回されている。その後，大宇電子は，イン
ドのビデオコン・インダストリーズ社に売却されるこ
とになる。起亜も倒産している。このような展開があ
り，自動車，石油化学，発電設備といった事業分野の
業種交換政策，ビッグ・ディールは計画通りに進展す
ることになっていない。それでも，韓国経済は，1999
年には二桁の経済成長を実現することになり，IMF
体制からの脱却を宣言している。
2001年には，製造業において従業者の減少がみら
れるが，アメリカの ITバブルの崩壊の影響を受け，
輸出が減退している。アメリカ，日本，EU，中国へ
の輸出が，前年比，マイナスになっている。他方，資
本財輸入も前年比マイナスとなり，輸入が減少し，貿
易収支は黒字になっている。そして，形式的なものに
とどまったが，外需主導から内需主導への韓国経済の
構造転換がうかがわれた。21世紀に突入して成長鈍
化がみられたが，2002年には，GDP成長率は V字型
回復をしている。すなわち，2002年の GDP成長率
は，輸出のみでなく好調な民間消費にも支えられ，6．
3％となり，IMFからの借款 195億ドルを 3年前倒し
表 1 製造業の企業数，従業者数，出荷額の推移
（単位：社，人，百万ウオン）
年 企業数 従業者数 出荷額
1998 79,545 2,323,902 425,008,343
1999 91,156 2,507,726 479,732,889
2000 98,110 2,652,590 564,834,119
2001 105,873 2,647,995 583,792,893
2002 110,356 2,695,911 634,199,359
2003 112,662 2,735,493 677,371,324
2004 113,310 2,798,192 794,853,174
2005 117,205 2,865,549 851,788,994
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
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で返済している。外貨準備高は，1,000億ドル（2001）
を突破し，金利は低下し，対外純資産が黒字に転換し
ている。1人当たり GDPは，1万 1300ドルとなり，
中産層の形成が指摘されている。半導体，家電製品，
通信機器，自動車等の輸出は順調に拡大している。
1998年以来，課題とされてきた強制的な業種交換
は，指摘したような大宇グループの崩壊，現代グルー
プの解体，その他，過剰投資で赤字になった企業の淘
汰を内包した複雑な経緯をたどっている。ハイニック
ス半導体は，社債償還を凍結し，破綻処理を避けらな
くなり，債権金融機関の管理下に置かれ，外資に売却
されている。他方，LG，三星は，復活軌道を確実に
している。また，公企業 5社の民営化が進行してい
る。こうした形で，公企業の構造改革，財閥の支配体
制が変革されているのである。
金融部門においても，政府の公的資金投入と金融機
関の整理を伴う制度改革が進行している。特に，2002
年には，財閥のみが，政府の支援を受け，間接金融市
場から資金を調達し，過剰な大規模投資をし，輸出拡
大を進め，高経済成長を達成していくという体制が，
変容している。すなわち，金大中政権の下で，輸出市
場のみでなく，内需拡大を指向し，供給より需要を重
視した政策が展開されている。直接金融が見直され，
直接金融を重視し，大企業のみでなく，中小企業も容
易に資金調達可能な体制の確立が目指されている。関
連して，インターネット取引の増加も加わり，個人投
資家の株式市場への投資の増大と株価の上昇が生起し
ている。なおも，クレジット・カードによる消費の増
加が，消費拡大を支えるといった事態を招いている。
その他，金融持株会社を認め，総合金融会社を投資銀
行に転換し，また，企業の社債償還支援を行ってい
る。
21世紀に突入し，韓国は，多様な方策を駆使し
て，経済構造の転換を図っている。内需拡大策の発動
の他，企業ないし企業体制の変革の推進，民営化に向
けての公企業の構造改革，中小企業育成，直接金融を
重視した金融構造改革，労働市場の構造改革等が，矢
継ぎ早に追求されている。民主的な市場経済の定着が
課題とされ，失業率低下の傾向さえ確認出来た。
しかし，失業対策でもあった一時解雇後の派遣とい
う不安定な形態での雇用増等は，労働者に所得格差の
拡大をもたらし，諸問題を内在化することになり，
2003年以降，韓国経済は，低成長に陥っている。特
に，2003年には，個人負債の増加が深刻な問題とな
り，カード危機が表面化している。1998年来，金大
中政権の下で，消費の活性化，自営業者等の所得捕縛
を兼ねた一定額以上のクレジットカード利用に対して
所得控除を実施し，消費拡大を図ってきたが，個人負
債額の増大を招き，延滞率が高まり，カード会社の経
営悪化が起きている。LGカードが経営危機に陥り，
キャッシングサービスを停止している。利用限度額の
引き下げ，民間消費の縮小が連動している。同年の
GDP成長率は，2．9％となり，失業が増加し，現代
自動車等で深刻な労働争議が起きている。労働争議の
激化は，韓国への直接投資を減退させている。ただ，
半導体，携帯電話等を中心に輸出は堅調であった。蘆
政権の下で，2004年の GDP成長率は 4．6％，2005年
は 4．0％と少し持ち直している。1人当たりGDPは，
Ⅰ万 6000ドルに達している。他方，企業の合理化，
コスト削減努力は，主要調達先の中国への生産拠点の
移転とか，雇用削減，非正規化，労務費カットを伴う
ものであった。結果として，失業率は 3％台となり，
深刻であった。若年層の就職難が構造化しており，雇
用の質の悪化，非正規労働者の増加，雇用の非正規化
が進行しており，ストライキ，労使紛争が多発してい
る3）。このようなことから，内需が不振となり，やは
り，外需，輸出が重要な役割を果たすことになる。だ
が，頼みの輸出も，原油等国際商品の高騰を受け，物
価が上昇し，国内生産者の取引条件，輸出業者の交易
条件が悪化している。資源，原燃料の値上がり，ウオ
ンの為替相場の上昇，通貨高が，輸出，投資に悪影響
を与えている。2006年の GDP成長率は，5％になっ
ているが，こうした成長鈍化，ウオン高は，貿易黒字
で景気を支える従来の構図に変化をもたらしている。
ウオン高で輸出が不振となり，輸出価格にウオン高を
転嫁出来ず，他方で，資源価格急騰，輸入物価の上昇
があり，これに，民間消費の減速化傾向が加わってい
るのである。輸出品の安売りを余儀無くされ，中小輸
出企業は深刻な影響を受けている。中小輸出企業数
は，2006年には前年上半期に比して 1,537社も減少し
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ている。ウオン高は，自動車業界にも大きなダメージ
を与えており，アメリカの小型車市場は日本車に席捲
されることになる。現代，起亜は労使紛争に直面し，
起亜は赤字，現代の生産台数，営業利益は減少してい
る。
韓国の産業は，20世紀末から急速に先進国を
キャッチアップしてきた。新興国による逆転の典型的
なモデルさえ提示してきた。ただ，たとえば三星電子
のような例外的なケースはともかく，政府主導と財閥
基軸と輸出依存というパターンによるキャッチアップ
が完成をみる前に，大きな障害に遭遇し，次の段階へ
のシフトに困惑しているというのが，21世紀，現段
階の韓国産業の内実である。
Ⅲ アジア通貨危機以降の韓国電子工業の諸動向
1．従業員規模別企業動向
韓国の工業化は，財閥が基軸になって担ってきたと
してきたが，21世紀に突入して，このような構造が
大きく変容されつつあることを確認してきた。大局的
に変容しつつあるというだけではなく，その展開プロ
セスの実態は，各産業において多様である。財閥基軸
とされるが，事業分野によって傾向は大きく異なる。
本稿では，特に，電子工業に焦点を当て，財閥基軸，
ないし，大企業体制の実態を電子工業の動向と関連さ
せて明確にしてみたい。21世紀，コンピュータおよ
びオフイス機器，電子機器等，電子部品・TV等の 3
事業分野を包摂する韓国電子工業の動向は韓国産業を
代表するものであり，また，3事業分野の推移は，電
子工業一般として把握するには不適切な多様性を含ん
でいる。具体性を踏まえた電子工業の考察は，韓国の
産業を理解するのに不可欠な作業である。まず，当該
3事業分野の 21世紀における企業数，従業者数，出
荷額を統計に基づいて具体的に把握してみる。
ところで，コンピュータおよびオフイス機器，電子
機器等，電子部品・TV等の 3事業分野を含む電子工
業の製造業全体占めるウエイトは，1998年に企業数
で 9．1％，従業者数 16．0％，出荷額 9．4％にすぎな
かった。ところが，2005年には，企業数で 10．3％，
従業者数 19．3％，総出荷額 21％となり，企業数，従
業者数に比して出荷額に占める電子工業のウエイトの
増加が顕著である。そして，製造業平均に比して，電
子工業の従業者規模は大きく，特に，電子部品等の 1
社当たり従業者数は多人数となっている。また，従業
者 1人当たり出荷額も，製造業平均を上回り，徐々に
ウエイトを上昇させている。すなわち，電子工業は，
製造業全体の企業数で約 1割，従業者数，出荷額で約
2割を占め，出荷額の増加が顕著な韓国のリーディン
グ産業である。
主要 3事業分野の企業数，従業者数，出荷額の推移
は，表 2，表 3，表 4に示されている通りである。韓
国の電子工業は，強い国際競争力を有するとされてき
たが，21世紀に突入してのコンピュータおよびオフ
イス機器事業分野の衰退化が著しい。
表示されているように，21世紀に入ってからのコ
ンピュータおよびオフイス機器事業分野の従業者数，
出荷額の低落は激しい。企業数も低迷している。企業
数は，2001年から減少し，他部門で景気回復のみら
れた 2003年にも減少している。従業者は，2001年以
降，減少を続け，1社当たり平均従業者は 2001年の
約 58人から，2003年に約 57人，2005年には，約 34
人に迄減少している。出荷額の減少も顕著である。1
社当たり平均出荷額は，2001年の約 30,454億ウオン
から，2003年には約 27，912億ウオンに，2005年に
は，約 9,938億ウオンに迄低下している。韓国が急速
に競争力を強化してきたコンピュータ事業等が，国際
的なパソコンのコモディテイ化等により衰退化をきた
している。
表 3には，電子機器等の動向を示したが，この事業
分野は，企業数，従業者数，出荷額とも，2004年の
表 2 コンピュータおよびオフイス機器事業分野の動向
（単位：社，人，百万ウオン）
年 企業数 従業者数 総出荷額
1998 568 41,635 13,028,129
1999 722 46,467 18,734,037
2000 819 50,064 26,348,597
2001 789 45,690 24,027,999
2002 770 42,049 23,038,402
2003 726 41,313 20,264,352
2004 746 31,193 12,122,896
2005 801 27,296 7,959,972
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
113韓国電子工業の発展と現局面
企業数，2001年，2004年，2005年の従業者数の減少
を除いて一応増加を持続している。
当該 3事業分野の中でも，電子機器等を生産する企
業数が，一番多く，2004年を除き，増加している。
出荷額との関連で，相対的に小規模事業所が多いこと
になっている。従業者数は，2001年，2004年，2005
年と減少している。1社当たり平均従業者は 2001年
の約 25人から，2003年に約 24人，2005年には，約
23人と段々減少し，小規模化している。電子機器等
の 1社当たり平均従業者数は，製造業平均より少な
く，かつ，減少している。出荷額は，毎年，微増だが
増加をたどっている。1社当たり平均出荷額は，2001
年，約 4,105億ウオン，2003年，約 4,343億ウオン
に，2005年，約 4,857億ウオンとわずかながら増加し
ている。しかし，この平均出荷額は，他事業に比して
格段に少額である。財閥基軸としてきたが，電子機器
等の生産は，多くの小規模企業により担われ，堅調を
たどることになっている。
第三の事業分野は，電子部品・TV等であり，基本
的傾向を第 4表に示した。
2001年のダメージは大きく，電子部品事業分野
も，前年比従業者数，出荷額を低下させている。だ
が，それ以外は，企業数，従業者数，出荷額とも，増
大を続けている。電子部品分野は，企業数では電子機
器ほど多くはないが，従業者数，出荷額とも当該 3事
業分野の内，最大ウエイトを占めている。韓国産業を
代表する事業分野といえる。1社当たり平均従業者は
2001年，2003年とも約 63人，2005年には，約 75人
に増加している。小規模化しつつある電子機器と対照
的である。電子部品等の 1社当たり平均出荷額は，
2001年，約 17,171億ウオン，2003年，約 21,324億ウ
オン，2005年には，約 27,402億ウオンにまで増大し
ている。電子部品等の 1社当たり平均出荷額は，2003
年までのコンピュータ事業分野には及ばないものの，
電子機器事業分野とは格段の差があり，かつ上昇傾向
に あ る。38万 人 を 超 え る 従 業 者 数 を 抱 え，
140,049,095百万ウオンの出荷額を達成している電子
部品事業が，韓国の電子工業の盛衰を支配する位置を
占めている。
以下において，財閥基軸の実態の確認のため，当該
3事業分野の従業員規模別動向を考察してみたい。従
業者数 5人から 49人まで，50人から 299人まで，300
人以上という 3区分の従業員規模別企業動向を企業
数，従業者数，出荷額，付加価値額という 4点から確
認しておきたい。なお，従業者数 5人から 49人まで
を小規模，50人から 299人までを中規模，300人以上
を大規模して言及することにする。まず，製造業全体
では，表 5のような傾向がみられる。
まず，製造業全体の企業数のうち，約 92％までが
従業員 49人以下の小規模企業によって占められてい
る。従業員 300人以上の企業数は，2005年で 658社，
全体の 0．6％を占めるにすぎず，しかも，当該企業数
は減少傾向にある。なお，2001年から 2005年にかけ
て，全体で 11,332社増加しているが，大規模企業数
は微減傾向であるが，大，中，小規模の割合にそれほ
ど大きな変化はない。
従業者数は，大規模が約 2割，中規模が約 3割，小
規模が約5割の割合を維持しながら，2001年から2005
年にかけて，増加している。2001年から 2005年にか
けて出荷額は，約 1．5倍になっている。大，中，小規
模の割合に大きな変化はなく，300人以上の大規模企
業が約 50％を占め，中規模企業が約 27％，小規模企
表 4 電子部品・TV等の動向 （単位：社，人，百万ウオン）
年 企業数 従業者数 出荷額
1998 2,851 218,995 52,494,435
1999 3,421 237,157 62,774,175
2000 3,961 279,642 79,414,018
2001 4,315 272,314 74,092,814
2002 4,722 286,942 89,770,129
2003 4,853 306,271 103,483,327
2004 4,886 353,773 135,816,615
2005 5,111 383,501 140,049,095
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
表 3 電子機器等の動向 （単位：社，人，百万ウオン）
年 企業数 従業者数 総出荷額
1998 3,852 112,164 14,648,243
1999 4,597 130,041 18,888,519
2000 5,008 139,722 21,594,787
2001 5,499 139,648 22,577,008
2002 5,769 144,429 24,247,439
2003 5,989 148,259 26,008,864
2004 5,973 144,013 29,134,534
2005 6,226 142,752 30,242,242
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
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業が 23％を占めている。付加価値額についても，類
似した傾向が認められる。それにしても，韓国製造業
では，1割に満たない 300人以上の大規模企業が，出
荷額，付加価値額の約 5割を占めているのである。9
割以上を占める従業員 49人以下の小規模企業の位相
は，それだけに厳しいものと推測される。
以下に電子工業の 3事業分野の動向を確認すること
にしたい。表 6には，コンピュータおよびオフイス機
器事業分野の推移を示した。
企業数は，2003年に減少し，2005年にまた増加し
ている。49人以下の小規模企業が，全体の約 84％を
占め，300人以上の大規模企業は，2001年の 12社，
1．5％から 2005年の 5社，0．5％にまで減少してい
る。大中小規模企業の割合は，大規模企業数が半減
し，ウエイトが微減している他，大きく変化してはい
ない。従業者数は，2001年から 2005年にかけて，
45,690人から 26,865人へと激減している。そして，
2001年に従業者数で 46％割を占めていた 300人以上
の大規模事業所のウエイトが，2005年には 13％に急
落している。2001年には出荷額，付加価値額ともに
80％を超えていた大規模事業所のウエイトが，2005
年には，特に，出荷額ウエイトにおいて 38％にまで
落ち込んでいる。代わって，2005年には，中小規模
企業の比重増が認められ，健闘の様子がうかがえる。
それにしても，コンピュータ事業分野では，大企業体
制が大きく動揺し，1．5％，12社の企業が約 8割の出
荷額，付加価値額を担うという状態が激しい国際競争
に直面して，再編成され，事業と企業の淘汰が進行し
ている。
表 7には電子機器事業分野の動向を示したが，電子
表 5 製造業従業員規模別企業動向 （単位：社，人，％，百万ウオン）
年 2001 年 2003 年 2005 年
従業者規模 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～
総 企 業 数 105,873 112,662 117,205
各 企 業 数 97,400 7,785 688 103,943 8,042 677 108,331 8,216 658
ウ エ イ ト 92．0 7．4 0．6 92．3 7．1 0．6 92．4 7．0 0．6
総従業者数 2,647,995 2,735,493 2,865,549
各従業者数 1,229,037 778,848 640,110 1,302,137 804,357 628,999 1,352,572 833,776 679,201
ウ エ イ ト 46．4 29．4 24．2 47．6 29．4 23．0 47．2 29．1 23．7
総 出 荷 額 583,217,805 677,371,324 851,788,994
各 出 荷 額 131,622,407 155,310,793 296,284,605 163,071,426 181,617,163 332,682,735 197,295,109 226,463,475 428,029,910
ウ エ イ ト 22．6 26．6 50．8 24．1 26．8 49．1 23．2 26．6 50．2
総付加価値額 224,859,598 255,812,925 312,791,992
各付加価値額 52,572,103 62,327,146 109,960,349 64,403,419 70,970,553 120,438,953 76,110,306 85,272,075 151,409,611
ウ エ イ ト 23．4 27．7 48．9 25．2 27．7 47．1 24．3 27．3 48．4
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版，一部，統計を調整している。
表 6 コンピュータおよびオフィス機器事業分野の推移 （単位：社，人，％，百万ウオン）
年 2001 年 2003 年 2005 年
従業者規模 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～
総 企 業 数 789 726 801
各 企 業 数 659 118 12 604 110 12 674 122 5
ウ エ イ ト 83．5 15．0 1．5 83．2 15．2 1．6 84．2 15．2 0．6
総従業者数 45,690 41,313 26,865
各従業者数 11,355 13,316 21,019 10,201 11,592 19,520 10,743 12,597 3,525
ウ エ イ ト 24．9 29．1 46．0 24．7 28．1 47．2 40．0 46．9 13．1
総 出 荷 額 24,027,999 20,264,352 7,666,422
各 出 荷 額 1,381,291 3,128,563 19,518,143 1,327,753 2,953,495 15,983,104 1,592,109 3,136,469 2,937,844
ウ エ イ ト 5．7 13．0 81．3 6．6 14．6 78．8 20．8 40．9 38．3
総付加価値額 7,177,692 5,360,897 2,889,295
各付加価値額 516,651 877,877 5,783,164 503,977 731,841 4,125,079 627,589 878,227 1,383,479
ウ エ イ ト 7．2 12．2 80．6 9．4 13．7 76．9 21．7 30．4 47．9
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版，一部，統計を調整している。
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機器事業では，コンピュータ事業分野とは異なる展開
を確認出来る。
電子機器等の企業数は，2001年から 2005年にかけ
て 5,499社から 6,226社へと 727社増加している。小
規模企業が企業数の約 90％を占め増大傾向にある。
300人以上の大規模企業が，2005年には39社であり，
全体の 0．6％で，減少傾向にある。従業者数は，2003
年から 2005年にかけて 5,507人減少している。小規
模企業は微増であるが，中大規模企業の減少が大き
い。2005年，従業者の約 5割が小規模企業で働いて
おり，残り 36％が中規模企業に，14％が大規模企業
に帰属している。小規模企業のウエイトの増大が認め
られるが，それほど大きくは変化していない。2005
年の大規模部門の企業数，従業者数は減少している
が，出荷額は，持続的に上昇している。2005年の出
荷額に占める大，中，小規模企業の割合は，それぞれ
約 25％，約 41％，約 34％となっている。大規模企業
のシェアは，コンピュータ事業分野より低くなってい
る。付加価値額に関しては，大規模企業のみが 2003
年，前年比マイナスになっている。規模別割合は，出
荷額に類似しているが，付加価値額に占める大規模企
業の割合は，2001年の 30％から，2005年の 24％へ
と 6ポイントも減少している。ただ，大規模企業は，
2003年に 2001年比付加価値額を減らし，2005年には
企業数，従業者を削減し，出荷額を伸ばし，生産性を
上昇させている。こうした合理化努力にも関わらず，
2003年以降，電子機器分野での大規模企業数と出荷
額，付加価値額に占めるその割合が低下しているので
ある。財閥の衰退に直結するには無理があるが，この
分野でも韓国の伝統的な大企業体制は，動揺してい
表 7 電子機器等の推移 （単位：社，人，％，百万ウオン）
年 2001 年 2003 年 2005 年
従業者規模 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～
総 企 業 数 5,499 5,989 6,226
各 企 業 数 4,965 494 40 5,434 512 43 5,696 491 39
ウ エ イ ト 90．3 9．0 0．7 90．7 8．6 0．7 91．5 7．9 0．6
総従業者数 139,648 148,259 142,752
各従業者数 66,041 51,467 22,140 71,100 54,950 22,209 72,029 51,538 19,185
ウ エ イ ト 47．3 36．8 15．9 48．0 37．1 14．9 50．5 36．1 13．4
総 出 荷 額 22,577,008 26,008,864 30,242,242
各 出 荷 額 6,656,255 9,190,796 6,729,957 8,330,802 10,721,858 6,956,204 10,431,509 12,349,083 7,461,650
ウ エ イ ト 29．5 40．7 29．8 32．0 41．2 26．8 34．4 40．8 24．8
総付加価値額 8,211,747 9,145,740 10,420,406
各付加価値額 2,568,343 3,181,576 2,461,828 3,169,991 3,519,154 2,456,595 3,743,020 4,176,586 2,500,800
ウ エ イ ト 31．3 38．7 30．0 34．7 38．5 26．8 35．9 40．1 24．0
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
表 8 電子部品・TV等の推移 （単位：社，人，％，百万ウオン）
年 2001 年 2003 年 2005 年
従業者規模 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～ 5～49 50～299 300～
総 企 業 数 4,315 4,853 5,111
各 企 業 数 3,518 669 128 3,903 823 126 4,147 817 147
ウ エ イ ト 81．5 15．5 3．0 80．4 17．0 2．6 81．1 16．0 2．9
総従業者数 272,314 306,271 383,501
各従業者数 57,318 69,452 145,544 64,529 88,915 152,827 66,339 92,191 224,971
ウ エ イ ト 21．0 25．5 53．5 21．1 29．0 49．9 17．3 24．0 58．7
総 出 荷 額 74,092,814 103,483,327 140,049,095
各 出 荷 額 5,909,746 9,991,644 58,191,424 7,065,083 15,845,965 80,569,279 8,185,701 17,842,416 114,020,978
ウ エ イ ト 8．0 13．5 78．5 6．8 15．3 77．9 5．9 12．7 81．4
総付加価値額 32,562,452 45,170,115 64,234,629
各付加価値額 2,466,791 3,816,777 26,278,884 2,981,924 5,762,486 36,425,705 3,377,049 7,208,934 53,648,646
ウ エ イ ト 7．6 11．7 80．7 6．6 12．8 80．6 5．3 11．2 83．5
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
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表 8に電子部品等の動向を示したが，電子部品等も
特異な展開を遂げている。
総企業数は，2001年から 2005年にかけて増大して
いるが，中規模企業数が 2005年に減少している。
2005年には，大規模企業のウエイトが企業数で約 3
％，中規模企業が約 16％，小規模企業が 81％という
構成になっており，中規模企業のウエイトが低下気味
であるが，構成比にはあまり大きな変化はない。2001
年から 2005年にかけて従業者数は 111,187人増加し
ている。特に，2005年の伸びが大きく，2003年から
77，230人も増えている。その内，72,144人が，大規
模企業で増加している。2005年の規模別構成比は，
大規模企業約 59％，中規模企業約 24％，小規模企業
約 17％となっている。2003年にはウエイトを落とし
ていた大規模企業の割合が，2005年には，10ポイン
ト近く上昇している。出荷額，付加価値額とも，持続
的に上昇している。2005年には，全出荷額に占める
大規模企業のウエイトは 81％にまで達している。付
加価値額では，それ以上，83％を上回っている。
2003年に対し 2005年の出荷額は，金額で約 1．42倍
となり，構成比は 3．5ポイント増加している。これに
対し，出荷額，付加価値額に占める小規模企業のウエ
イトは，低下を続けており，中規模企業でも，2005
年には，出荷額，付加価値額に占めるウエイトを低下
させている。大企業優位が，読取れる。
ただ，2003年と 2005年との比較で，大規模企業の
従業者数が 1．47倍に増加しているのに対し，出荷額
は 1．42倍，付加価値額は 1．47倍となっている。生産
拡大が，従業員の増大に比例しており，数字の上で
は，生産性の拡充が不確かである。
以上の検討からして，市場規模が大きく，成長著し
いのが電子部品事業分野である。他方，コンピュータ
事業分野では，数社が 50％近くの出荷額を担い，電
子部品では，3％を占める大規模企業が 80％以上を
出荷することになっている。この分野では巨大企業に
よる集中度の高度化が確認されるが，生産性の向上等
を基盤とした競争力強化の確認にまでは至らない。そ
して，電子機器事業分野では，出荷額や付加価値額に
占める大規模企業のウエイトは 24％程度であり，あ
まり高くなく，しかも，そのシェアは低下傾向にあ
る。財閥基軸に言及してきたが，少なくとも以上の検
討から，財閥を基軸とした韓国の大企業体制は，電子
工業においても全ての事業分野において磐石なものと
はされえない。
2．輸出依存の実態
韓国産業は，一時期，輸出依存から内需依存への転
換を実現しそうになったが，2004年以降，また，国
外市場に支えられる構造になっている。このような傾
向が，電子工業においても確認できるのかどうか，ま
た，電子工業における国際取引は，どのように推移し
ているかを明確にすることにしたい。
まず，韓国の国際取引は，対米，対中，対東南アジ
ア貿易が黒字で，対日，対中東が赤字であるという一
般的な傾向を有している。2001年は不況の年であっ
たが，2000年から 2003年にかけて，アメリカ，EU
の他，東南アジア，開発途上国に対しての輸出が好調
であった。関連して，輸入も増大している。原油価格
の上昇から中東からの輸入額が増加している。日韓関
係においては，日本への半導体，自動車の輸出は増大
しているが，日本の景気悪化と韓国経済の成長に伴い
機械類，精密機械，電子機器設備（無線通信機器），
部品，素材等設備投資や生産に必要な生産財の輸入が
増大している。結果として，対日貿易は，赤字となっ
ている。輸出品目では，自動車，半導体，通信機器，
家電製品，コンピュータ，産業機械等の占める割合が
大きく，また，こうした分野の拡大が顕著である。た
だ，半導体も伸びてはいるが，対米輸出は減少してい
る。
2004年，2005年は，国内需要の低迷を輸出が補完
するといつた状態になっている。対中及び米，EU，
東南アジアに対しては黒字，対日本，中東は赤字と
いった傾向が顕著に出ている。2004年は，自動車，
船舶，半導体，無線通信機器，コンピュータ，船舶等
上位 10品目の輸出総額に占める割合が，約 60％とな
り，特定品目への輸出の集中化傾向が強まっている。
財閥が国際競争力を強化し，当該品目の輸出拡大が生
じていると理解できる。2004年には，原油，素材価
格の上昇等に直面し，交易条件が悪化しており，直接
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投資の増加を招くことになっている。2005年にも，
原油価格上昇は続き，また，石炭，鉱物，鉄鋼等素
材，エネルギーの輸入が増加している。他方，輸出に
関しては，半導体，自動車，船舶といった主力製品以
上に，韓国が苦手としてきた機械，精密機械類の輸出
が大幅な伸びを示し，金額も 320億ドルに達してい
る。ただ，コンピュータ等オフイス機器の輸出は減少
しており，音響機器の輸出は微増であった。中国，
EU向け輸出は好調であり，他方，中東，中国，オー
ストラリアからの輸入が増大している。中国，EUに
対し，黒字幅の拡大があり，アメリカ，東南アジアの
黒字幅は縮小している。中南米等ニッチ市場への輸出
も増えている。日本からの機械類の輸入は，円安とも
関連し，低調であった。
2006年には，ウオン高による輸出不振と資源価格
の急騰が，貿易に一層の悪影響を与えている。素材関
連企業は業績不振に陥り，貿易黒字幅は前年より減少
している。一方では，原油など天然資源の価格高騰が
あり，他方では，機械，精密機械，電機・電子等主力
輸出商品の価格下落を余儀なくされている。貿易品目
の交易条件が悪化し，薄利多売でかろうじて貿易黒字
を維持している。加えて，ウオン高が，自動車業界等
を襲い，アメリカの小型車市場において韓国車が日本
車に排斥されている。対中東，対日貿易は赤字である
が，他方で，韓国のキャッチアップ努力が成果を達成
し，対日技術劣位に起因する赤字が減少している。日
韓貿易において機械類の占める割合は高く 50％を超
えるまでになっているが，これまでも韓国は日本に対
し，自動機械や一部の部品に関して強い競争力を有し
ており，日本はベアリングや基幹部品で韓国より優位
であった。そして，韓国の機械類の輸出拡大は，韓国
の技術基盤の脆弱性から日本からの生産財の輸入を増
やし，対日貿易が赤字になるという連鎖が存在した。
韓国の機械産業の競争力の強化により，対日貿易にお
いて，部品輸出の増大があり，この連鎖が断ち切られ
ようとしていた。しかし，現実には生産の増加率以上
に輸入の増加率が上昇し，自給率の低下を招いてい
る。2004年の電気機械の自給率は，60％を割ってい
るとの指摘もある。韓国の産業が日本に対し，競争力
を強化してきているのは事実であろうが，事態は，短
絡的に推移してはいない。
他面，対中黒字幅が縮小している。対中貿易では韓
国が技術的優位性を有していた品目に起因する貿易黒
字が縮小しているのである。中国企業の台頭等があ
り，中国市場での競争が厳しくなり，これまで良好に
推移してきた対中貿易黒字が減少している。中国企業
の台頭は，韓国の脅威となりつつある。熾烈な国際競
争の激化があり，輸出に活路を見出してきた韓国産業
が，21世紀に突入して大きな岐路に直面しているよ
うである。
具体的に，電子工業における輸出依存（輸出額／出
荷額）の推移は以下の通りである。表 9には，電子工
業の輸出依存状態をしめした。ただし，検討に当た
り，便宜的に 1USドルを 1,000韓国ウオンとして換
算している。従って，貿易依存の実態に言及するが，
あくまでも参考にとどまるものである。
前述の通り，圧倒的な出荷額を実現しているのは，
電子部品等で，2001年を除いて，なおも，出荷額を
増大させている。他方，21世紀に入って，コン
ピュータおよびオフイス機器は，出荷額，輸出額と
も，急速に低下している。テレコム機器は，同時期，
増大はしているが，大きく伸びてはいない。出荷額対
輸出の割合は，アジア通貨危機直後の 1998年には，
いずれも 40％台で，三者が大きく乖離してはいな
かった。ところが，2001年には，コンピュータおよ
びオフイス機器が 56．2％，テレコム機器が 83．1％，
電子部品等が 29．3％となり，電子部品等と他の 2部
門とは，対照的な傾向を示している。2005年には，
オフイス機器は 223％，テレコム機器は 125％，これ
に対し，電子部品等は 30．7％となっている。電子部
品等における輸出割合の停滞と，他の 2部門の過度な
輸出依存が生起している。もちろん，電子部品そのも
として輸出されるというより，製品化され輸出されて
いくことの他，国際分業の進展や生産性，競争力と
いった視点等から多様な検討が必要である。
表 10から，韓国の電子工業の国際取引に関して重
要な動向が確認できる。まず，2005年には，電子部
品等の国際取引が黒字に転化している。また，2004
年には内需の低迷を国外市場に求めており，自動車，
携帯電話等韓国の主力商品の輸出拡大を通して大幅な
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貿易黒字を達成している。ただ，2005年には，前年
比黒字幅は減少している。また，同年の電子工業全体
の出荷額は 2001年の 1．47倍であるが，輸出は 1．93
倍，輸入は 1．59倍となっている。電子工業全体で
は，輸入額の増加割合が，出荷額の増加割合を上回っ
ており，自給率という点では課題を抱えている。た
だ，電子部品等に関しては，同期間，出荷額の 1．89
倍に対し，輸入は，1．73倍となっており，自給率が
上昇している。すなわち，一部，国際競争力強化を確
認することが出来るが，国際市場への依存には限界が
ありそうである。
3．直接投資の動向
韓国の直接投資の概括的な動向についても言及して
おきたい。アジア通貨危機後の韓国の対外及び対内直
接投資は，表 11のような推移をたどっている。
韓国産業は，アジア通貨危機後，外資ないし対内直
接投資に依存して，復興を進めてきたが，21世紀に
入り，2003年の対内直接投資は落ち込み，2005年に
も 2000年水準を回復していない。ただ，2004年には
急増しており，特に，中国からの投資が活発化してき
ている。さらに，対内投資が大型化してきている。韓
国市場への進出を意図する製造業の大型M＆Aが展
開されつつある。ソニー，旭硝子，HOYA，住友化学
等日本企業によるディスプレー装置関連の大型投資が
表 9 電子工業の出荷額と輸出 （単位：100 万ウオン≒1,000 ドル，％）
年
オフイス機器 テレコム機器等 電子部品等
出荷額 輸出 出荷額 輸出 出荷額 輸出
1998 13,028,129 5,419,291 14,648,243 6,989,629 52,494,435 24,522,820
対出荷額 41．6 47．7 46．7
1999 18,734,037 10,572,236 18,888,519 10,502,798 62,774,175 27,678,012
対出荷額 56．4 55．6 44．1
2000 26,348,597 19,633,487 21,594,787 14,363,888 79,414,018 31,835,973
対出荷額 74．5 66．5 40．1
2001 24,027,999 13,498,698 22,577,008 15,943,609 74,092,814 21,693,974
対出荷額 56．2 70．6 29．3
2002 23,038,402 16,445,140 24,247,439 20,150,092 89,770,129 23,694,370
対出荷額 71．4 83．1 26．4
2003 20,264,352 18,069,298 26,008,864 26,634,337 103,483,327 28,603,990
対出荷額 89．1 102．4 27．6
2004 12,122,896 21,538,941 29,134,534 36,599,568 135,816,615 36,658,890
対出荷額 177．7 125．6 27．0
2005 7,959,972 17,756,882 30,242,242 37,745,976 140,049,095 42,942,888
対出荷額 223．0 125．0 30．7
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
表 10 電子工業の貿易 （単位：1,000 ドル）
年
オフイス機器 テレコム機器等 電子部品等
輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
2001 13,498,698 5,640,823 15,943,609 4,821,533 21,693,974 22,616,516
貿易黒字（18,057,409） 7,857,875 11,122,076 －922,542
2002 16,445,140 5,486,672 20,150,092 4,910,158 23,694,370 25,575,089
貿易黒字 （7,390,683） 10,958,468 15,239,934 －18,807,719
2003 18,069,298 5,433,642 26,634,337 5,486,059 28,603,990 31,296,701
貿易黒字（31,091,223） 12,635,656 21,148,278 －2,692,711
2004 21,538,941 5,881,923 36,599,568 6,405,023 36,658,890 36,724,650
貿易黒字（45,785,803） 15,657,018 30,194,545 －65,760
2005 17,756,882 7,047,105 37,745,976 6,694,806 42,942,888 39,106,943
貿易黒字（45,596,892） 10,709,777 31,051,170 3,835,945
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
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推進されている。すなわち，サムスン電子，LGフィ
リップス等韓国企業の実力を日本企業が認め，国際的
戦略提携を増加しつつある。日韓企業の新しいステー
ジが開拓されつつある。
対外直接投資は，アジア通貨危機後，低落し，多様
な変化をたどっている。北米，EUのみでなく，ラテ
ンアメリカ，中南米，中東，東欧にも進出している。
2003年の対外直接投資は，中国，ベトナム，アジア
地域への傾斜を強めている。市場確保とコスト削減を
意図した製造業を中心とした対アジア投資が増加して
いるのである。同年には，中小企業の対外投資が増大
しており，国内の空洞化傾向を随伴している。2004
年，2005年には，内需の低迷が，企業の海外進出を
一層活発にしている。東南アジア，インド，東欧，中
南米等への投資が増加しているし，中国，アメリカ等
主要な進出先への投資は高水準を維持している。
具体的に，2005年には，三星電子のスロバキア，
ハンガリー，ポーランド工場，LG電子のポーランド
工場，LG電子と三星電子のブラジル工場等の建設が
表明されおり，国際市場への韓国企業の台頭が顕著で
ある。そして，三星電子，LG電子，LGフィリップ
ス LCD，ハイニックス半導体，LG電子，KT（旧韓
国通信）等は，国際的に無視されえない存在となって
いる。他方で，日本と韓国間では，IT紛争が多発し
ている。LG電子の松下の提訴，東芝によるハイニッ
クスの提訴，サムスン SDIの松下の提訴等が生じて
いる。それにしても，韓国は，従来の輸出依存体制の
変革の必要性を察知し，輸出品目の再検討を含む国際
戦略の再編成に乗り出しているようである。
Ⅳ 韓国の工業化と先進国のキャッチアップ
前述してきたように，韓国は，漢江の奇跡といわれ
る急速な経済成長，工業化を遂げてきた。東西対立の
接点で，過度な緊張環境の下で，政府主導，財閥基
軸，そのことに規定されての輸出依存によって，急速
な工業化が推進されてきた。その際，特に，韓国は，
組立型工業化を指向してきたとされている4）。すなわ
ち，韓国は，労働集約的な組立産業から工業化を開始
するのであるが，設備・機械・部品に関しては，主に
日本から輸入し，それを組み立てて，欧米に輸出して
いる。工業化の推進に際し，新鋭の NC工作機械等を
活用できる技術的，財政的条件を確保することが可能
となっており，好条件に恵まれて急速な生産拡大を実
現している。というより，高度な技術と熟練を不可欠
としないような事業領域で活路を見出してきたのであ
る。それだけに，急速な生産拡大と輸出の増加は，他
方で，設備機械や部品の輸入依存をきたすことにな
り，結果として，韓国の対日赤字を拡大している。高
度な機械の自動化，デジタル化の浸透は，1997年の
通貨危機後，国産機械への代替を容易にし，機械類輸
入の減少傾向を伴っていた。だが，その後も韓国産業
は，一部の例外的事例を除いて，組立型工業化の道を
たどり，設備機械を輸入し，それほど，機械の自給率
を高められない状態を甘受してきた。自動化，デジタ
ル化された設備機械の急速な発展と普及と政府の支援
策や国際的な金融条件の緩和により，投資資金が容易
に調達できるという環境の下で，大量生産とコスト削
減と輸出拡大を実現してきたのである。今や，組立型
技術から加工型技術へのシフト，加工型の部品産業の
育成や技能高蓄積的分野の開拓，そして，新技術の創
出が深刻な課題とされている。ME化された機械設備
を輸入し，比較的単純な作業に依存して生産拡大やコ
スト削減を追求することには国際競争上，限界があ
る。高度な技術と熟練にささえられた加工型技術を基
盤としての機械設備の開発は，ハードルが高く，困難
ではあるが，容易に崩されることのない競争優位の構
築を意味する。たとえば，三星電子は，1992年に 16
MDRAM開発で日本企業に先行しており，この時点
表 11 韓国の直接投資の動向 （単位：1,000 ドル）
年 対外直接投資 対内直接投資
1996 4,462,229 3,202,580
1997 3,685,167 6,971,138
1998 4,798,379 8,852,570
1999 3,336,403 15,531,418
2000 5,075,812 15,249,278
2001 5,176,460 11,285,948
2002 3,758,063 9,092,517
2003 4,149,435 6,470,503
2004 6,083,285 12,791,933
2005 6,719,741 11,563,488
出所：韓国統計庁『韓国統計年鑑』各年版より。
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で新技術を自ら開発する能力を確立し，工作機械や金
型開発にも着手している。当初は，チップ設計や材料
及びノウハウを日米企業から導入し，1MDRAM，4
MDRAMの開発と量産を通して蓄積してきた技術に
基づくキャッチアップ段階を経て，16M世代の
DRAMの独自開発にこぎつけて，トップの座に君臨
することになる。この間，日米企業より遅れての開発
や量産は，先行企業で開発された完成度の高い当該製
造装置の利用が可能であったし，先行企業より開発か
ら量産までの期間を短縮してきた経験をしている。日
米のデバイス，装置企業との製造装置の共同開発をも
手掛けてきた。米国での経験を有する韓国人エンジニ
ア，日本人エンジニアのスカウトをも試みている。例
外的ではあるが，韓国においても，独創的な開発を進
める積極的な組織的努力が試みられており，注目さる
べき成果が達成されている5）。しかし，三星電子の事
例はあくまで例外的であり，韓国の工業化の主流は，
政府主導，財閥基軸，そのことに規定されての輸出依
存という枠組みの中での組立工業化にあったと理解さ
れる。問題は，21世紀においては，このような展開
が限界を迎えているということである。
Ⅴ むすび
本稿は，韓国の工業化と 21世紀における電子工業
の動向についての考察を試みてきた。
まず，注目されるのは，韓国の急速な先進国の
キャッチアップである。新興国は様々の方途を駆使し
て先進国をキャッチアップすることが可能であるが，
韓国の対処は，1つのモデルケースを示唆している。
M＆A，アウトソーシング，国際的戦略提携（資本・
技術・販路），ICT・技術，技能のデジタル化，技術
者の雇用，機械・装置メーカー側の量産化と市場拡
大，ネットワークの活用による比較優位のチャンス確
保の拡大等競争力強化とキャッチアップの可能性は，
多様に存在する。もちろん，フロントランナーの側で
も，優位性の維持，拡大のために多様な戦略を追求す
ることになる。厳しい環境下で，深刻な問題を内包し
ながら韓国は，可能な限りの方策の追求を通して工業
化を進めてきた。ただ，基本的には，組立型工業化を
進め，欧米日をキャッチアップしてきたというのが本
稿での結論である。
同時に，政府の政策と輸出と財閥に規定された展開
が，21世紀に入り，変容を余儀なくされている。政
府の役割も，財閥の存在形態も，そして，対外関係も
大きく変質してきており，韓国の電子工業は，トップ
企業はともかく，資本蓄積構造の再編成に苦慮してい
るというのが現状である。WTOへの加盟以降，政府
の政策の重点は，かってのような直接的な重化学工業
政策ではなく，FTAとか EPAの締結や加盟といった
グローバリゼーションへの対応を課題とするものにシ
フトしている。韓国は，アジア共同体形成に強い関心
を示し，アグレッシブな展開をしてきている。2004
年には，チリとの FTAを批准しており，シンガポー
ルとの FTAも妥結している。2005年頃から活発化し
ているが，EFTA，ASEANとの FTAにも署名がなさ
れている。メキシコとの戦略的経済補完協定を推進す
ることにも合意がなされ，カナダとの FTA交渉が開
始されている。アメリカとの FTAの締結があり，ま
た，日韓中 FTAが提案されたりしているが，日韓
FTA交渉は，中断状態にある。韓国政府は，21世紀
におけるグローバルな大きな枠組み作りを課題とし，
現実的な対応をしている。国外市場依存は，新たな次
元へと推移している。アジア共同体の形成に向けての
韓国の布陣は，韓国に残された活路への意欲的な取り
組みということになる。
次に，財閥基軸の韓国の展開は，強固な産業基盤に
支えられてはおらず，体系的な連鎖という点でも脆弱
である。一部の突出した先鋭的企業がきりもみ的に先
導する不安定な隊列というのが実像であろう。ビッグ
ディールが中途半端な状態で推移してきたこともあ
り，産業の発展や変革を支える体系的で強固な産業基
盤の構築が今後の課題である。
電子工業においては，一部の産業分野は衰退し，一
部は，国際取引を好転させ，自給率を上昇させてい
た。他の分野では，中小企業が台頭してきた。グロー
バル化が進展する中で，長期的な見通しを持ち，外国
や外国企業と補完しつつ，どのような選択をし，持続
可能な状態を構築していくかは，それほど簡単なこと
ではない。いまや，韓国の電子工業は，本稿の脈絡か
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ら，組立型から加工型への昇華の道をたどらねばなら
ない局面に瀕している。少なくとも，これまでのよう
な枠組みの下での展開は，可能とされえない。キャッ
チアップの在り方そのものの再検討とフロントラン
ナーの資質を備えねばならなくなっているのである。
注
1）韓国の産業動向に関しては，特に，アジア経済研究所
『アジア動向年報』各年版を参考としている。
2）小玉敏彦『韓国の工業化と企業集団』学文社（1995）
pp．49～54。韓国財閥の生成について明確にされている。
3）丸山恵也他編著『日韓自動車産業の全容』亜紀書房
（2000）p．113
4）服部民夫「貿易関係より見る韓国機械産業の国際競争力」
（奥田聡編『韓国主要産業の競争力』アジア経済研究所・
調査報告書収録，2007年 10月 23日）p．51
5）吉岡英美「韓国半導体産業の技術発展」（『アジア経済』
Ⅹ LVII―3（2006．3））p．9
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